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市への訴えに応じるための弁護士費用を補正
Pick Up 賛

成
多
数

　国家賠償法に基づく賠償を求める訴状が市に届いたため、これに応訴する経費として、弁
護士費用42万4,000円が計上された一般会計補正予算（H30）が第２回臨時会で可決されました。
（被告となった４人の議員の弁護士費用は含まれていません）

　　　　　　　　市が被告とされる事件はどのようなものか。
　　　　　　　　市に届いた訴状の被告深川市に対する責任原因は、被告となった議員らに
よる平成29年第３回定例会及び第４回定例会での問責決議を提案し可決させた行為などが、
国家賠償法第１条第１項の「公務員（議員）が、その職務を行う際に違法に他人に損害を加
えたときは、公共団体に賠償責任が生じる」とする、この規定の違法行為があったとして、
市に対し４人の被告となった議員と共同して110万円を賠償せよとの訴えです。

広域精米施設及び統合後の市立保育所の整備費用可決
賛
成
多
数

　ＪＡきたそらちによる広域精米施設整備事業に係る国庫補助金（５億円）と市補助金、深
川・一已保育所統合後の保育所整備用地の取得費などが計上された合計約７億979万円の一般
会計補正予算（H30）が第３回臨時会で可決されました。

広域精米施設整備広域精米施設整備

総事業費は約10億8,000万円、上記市補助金の内、
1億1,460万円は市債を充当。平成31年３月完成予
定。

市補助金　市補助金　11億億1,4651,465万円万円

保育所等整備保育所等整備

合計額の内、7,840万円は市債を充当。整備用地
は６条11番、面積約3,400㎡、平成32年４月開園
を予定。

合計　合計　8,6648,664万円万円

第３回臨時会
録画中継

　今回の和田議員への問責決議に関する訴訟に
よって、公金を支出すること
は市民の同意を得ることはで
きないし、公金支出は原因者
に負担を求めるべきだ。当市
議会において、集団の常識よ
りも市民への良識を優先させ
るべきだと考えるため反対す
る。（佐々木議員）

　当市議会は、議員個人の政策的見地などから
個別に議案を審議し表決での
意思表明を行っている。ま
た、議会運営はいつも議会の
規則により行われている。市
の立場と先輩議員が積み上げ
てきた議会運営の事実をもっ
て、司法の場に臨むことを求
めるため賛成する。（辻本議員）

反
対

第２回臨時会録画中継

第２回
定例会

※補正予算　年度当初の予算（当初予算）に、追加・その他の変更を加えるため提出される予算
※付議事件　本市議会だよりでは、議案のうち条例、予算、人事、意見書以外のものを付議事件としています。
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①
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全
会
一
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し
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し
ま
し
た
。

■
北
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種
子
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す
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意
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教
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、

「
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す
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特
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第２回
臨時会 30年度一般会計補正予算（第２号） ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可決

第３回
臨時会 30年度一般会計補正予算（第３号） ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 可決

第２回
定例会

深川市税条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

可決

深川市放課後児童健全育成事業の設
備及び運営に関する基準を定める条
例の一部を改正する条例について

○ ○ ○ ○ ● ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

定住自立圏形成協定の締結について ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

定住自立圏形成協定の締結について ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

定住自立圏形成協定の締結について ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

定住自立圏形成協定の締結について ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

深川市議会議員定数条例の一部を改
正する条例について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

深川市議会委員会条例の一部を改正
する条例について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

※賛成＝○、反対＝●、除＝除斥（採決に加わることができない）、長野勉議長は採決に加わりません
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